
2022年3月期 第3四半期決算短信〔日本基準〕（連結）

2022年1月31日

上場会社名 東日本旅客鉄道株式会社 上場取引所 東

コード番号 9020 URL https://www.jreast.co.jp

代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 深澤　祐二

問合せ先責任者 （役職名） 広報部長 （氏名） 土澤　壇

四半期報告書提出予定日 2022年2月9日

配当支払開始予定日 ―

四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 有

四半期決算説明会開催の有無 ： 無

（百万円未満切捨て）

1. 2022年3月期第3四半期の連結業績（2021年4月1日～2021年12月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第3四半期 1,482,794 13.5 △42,535 ― △66,040 ― △83,751 ―

2021年3月期第3四半期 1,306,265 △42.4 △323,083 ― △373,016 ― △294,590 ―

（注）包括利益 2022年3月期第3四半期　　△89,615百万円 （―％） 2021年3月期第3四半期　　△291,032百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2022年3月期第3四半期 △222.01 ―

2021年3月期第3四半期 △780.91 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2022年3月期第3四半期 9,008,562 2,428,596 26.7

2021年3月期 8,916,420 2,557,361 28.4

（参考）自己資本 2022年3月期第3四半期 2,405,525百万円 2021年3月期 2,535,027百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年3月期 ― 50.00 ― 50.00 100.00

2022年3月期 ― 50.00 ―

2022年3月期（予想） 50.00 100.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2022年3月期の連結業績予想（2021年4月1日～2022年3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 2,057,000 16.6 △115,000 ― △160,000 ― △160,000 ― △424.13

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(注)詳細は、四半期決算短信(添付資料)5ページ「会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期3Q 377,932,400 株 2021年3月期 377,932,400 株

② 期末自己株式数 2022年3月期3Q 693,406 株 2021年3月期 692,286 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期3Q 377,239,699 株 2021年3月期3Q 377,240,810 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実

際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想については、四半期決算短信（添付資料）4ページ「連結業績予想に関する定性的情

報」をご覧ください。なお、個別業績予想については、次ページに記載しております。

　四半期決算補足説明資料は、この四半期決算短信に添付しております。



 

 

 
（参考） 
 
2022年 3月期の個別業績予想（2021年 4月 1日～2022年 3月 31日） 

（％表示は、対前期増減率）  

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1株当たり当期

純利益 

 百万円      ％ 百万円     ％ 百万円      ％ 百万円     ％ 円   銭 

通期 1,491,000 25.9 △123,000 － △155,000 － △152,000 － △402.54 

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 : 無 
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１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当社グループは、2020 年９月に発表したポストコロナ社会に向けた対応方針である「変革のスピードアッ

プ」のもと、「安全」を引き続き経営のトッププライオリティと位置づけ、「収益力向上」、「経営体質の抜本的

強化」および「ＥＳＧ経営の実践」に取り組み、グループ経営ビジョン「変革 2027」の実現に向けた歩みを

加速しました。 

この結果、前年度の新型コロナウイルス感染症の影響による減収の反動や、不動産事業における回転型ビジ

ネスモデルによる売上計上で増収となったことなどにより、当第３四半期連結累計期間の営業収益は前年同期

比 13.5％増の 1 兆 4,827 億円となりました。また、これに伴って営業損失は 425 億円(前年同期は営業損失

3,230 億円)、経常損失は 660 億円(前年同期は経常損失 3,730 億円)、親会社株主に帰属する四半期純損失は

837億円(前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失 2,945億円)となりました。 

 

［全般の概況］ 

①「安全」がトッププライオリティ 

「グループ安全計画 2023」のもと、一人ひとりの「安全行動」と「安全マネジメント」の進化・変革や、

新たな技術を積極的に活用した安全設備の整備にグループ一体で取り組みました。 

・ 2021 年２月に発生した福島県沖地震の被害状況を踏まえ、新幹線高架橋上コンクリート製電化柱の地

震対策をスピードアップ 

・ 新幹線区間の盛土・切取のり面および自然斜面のうち、記録的な大雨などにより土砂災害が発生する恐

れのある約 200箇所の対策工事を 2021年度から 2023年度まで実施 

 

②収益力向上 

鉄道事業を取り巻く環境が厳しさを増す一方で、ライフスタイルの多様化は、大きなチャンスと捉え、成

長・イノベーション戦略を再構築し、グループの強みであるリアルなネットワークとデジタルを掛け合わせ、

「新しい暮らしの提案」や「新領域への挑戦」に取り組みました。 

・ 「東北デスティネーションキャンペーン」終了後も、秋冬の東北の魅力を発信するプロモーションを継

続し、東北６県周遊の旅を促進 

・ 列車による荷物輸送サービスの名称を「はこビュン」と決定し、取扱荷物量を拡大するなど新たなビジ

ネスとして本格的に展開 

・ 駅空間に「ＪＲＥ ＭＡＬＬ」のショールーミング拠点を設置するとともに、オンライン接客販売など

を実施 

 

③経営体質の抜本的強化 

新技術を活用し、スマートメンテナンスをはじめとしたデジタルトランスフォーメーション(ＤＸ)をさらに

加速させ、生産性向上に取り組むとともに、グループ全社員の働きがいの創出に向け、「業務改革」、「働き方

改革」、「職場改革」の３つの改革を進めました。 

・ 新幹線の自動運転の実現に必要な技術の蓄積と検証を行うため、2021 年 10 月から 11 月に上越新幹線

の新潟駅〜新潟新幹線車両センター間において、Ｅ７系を活用した試験を実施 

・ 2021 年４月から実施している「架線設備モニタリング」について、11 月からＡＩを活用して設備状態

の良否を自動判定するシステムの試行を開始 

・ ソナス㈱と協業して、2021年 11月から鉄道インフラ向け電化柱傾斜監視システムを導入 

 

④ＥＳＧ経営の実践 

2050 年度までにＪＲ東日本グループ全体のＣＯ２排出量「実質ゼロ」に向けて、省エネ設備の導入や再生可

能エネルギー開発を推進するとともに、地域との共創を通じた地方創生の実現をめざしました。
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・ 古民家を活用した「沿線まるごとホテル」の事業展開に向けて、2021年 12月に沿線まるごと㈱に出資 

・ ＪＲ東日本グループ「ゼロカーボン・チャレンジ 2050」の達成に向けて、大子太陽光発電所(茨城)を

2021年 11月に稼働 

・ 只見線(会津川口～只見間)について、2021年 11月に第二種鉄道事業許可を受け、2022年秋頃の運転再

開に向けた準備を推進 

 

［セグメント別の状況］ 

①運輸事業 

運輸事業では、新型コロナウイルスの感染防止対策の徹底と、安全・安定輸送およびサービス品質の確保に

グループの総力を挙げて取り組みました。 

・ ホームドアの設置工事を推進し、2021年 12月末までに 76駅(線区単位では 87駅)の整備を完了 

・ ワクチン接種証明書やＰＣＲ検査の陰性証明書を活用した団体専用臨時列車や限定旅行商品などの設

定 

・ スノーレジャーの需要を喚起するため、「ＪＲ ＳＫＩＳＫＩ」30 周年にあわせて記念キャンペーンを

実施 

・ 2022 年３月のワンマン運転開始に向けて、2021 年 11 月に相模線に新型車両Ｅ131 系を投入するととも

に、宇都宮線、日光線への車両投入の準備を推進 

・ 2021 年 12 月に品川駅山手線外回りと京浜東北線北行を同一ホーム化し、乗換利便性の向上を図るとと

もに山手線ホームの混雑を緩和 

この結果、前年度の新型コロナウイルス感染症の影響による減収の反動で、運輸収入が増加したことなどに

より、当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同期比 15.1％増の 9,911 億円となり、営業損失は 1,566 億

円(前年同期は営業損失 3,430億円)となりました。 

 

②流通・サービス事業 

流通・サービス事業では、駅を交通の拠点からヒト・モノ・コトがつながる暮らしのプラットフォームへと

転換する「Ｂｅｙｏｎｄ Ｓｔａｔｉｏｎｓ構想」などを推進しました。 

・ シェアオフィス事業「ＳＴＡＴＩＯＮ ＷＯＲＫ」について、当社管外にも「ＳＴＡＴＩＯＮ ＢＯＯ

ＴＨ」の設置を進め、2021年 12月末までに 341箇所へ拡大 

・ 2021 年 10 月から「ＪＲＥ ＭＡＬＬ」において、地域での飲食や買い物等に利用できる電子チケット

「エキトマチケット」を販売 

・ 2021年 11月に「ＫＩＮＯＫＵＮＩＹＡ 名古屋名鉄百貨店」(愛知)を開業 

この結果、前年度の新型コロナウイルス感染症の影響による減収の反動で、駅構内店舗の売上が増加したも

のの、「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日、以下「収益認識会計基準」

という。)の適用の影響などにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同期比 16.2％減の 2,284 億円

となり、営業利益は 84億円(前年同期は営業損失８億円)となりました。 

 

③不動産・ホテル事業 

不動産・ホテル事業では、大規模ターミナル駅開発や沿線開発など「くらしづくり(まちづくり)」を推進し、

地域とともに街の魅力を高めました。 

・ 2021 年 12 月に不動産事業における回転型ビジネスモデルを開始し、当社が保有する不動産の流動化を

実施 

・ ㈱西武ホールディングスとの包括的連携の一環として、日本ホテル㈱が「横浜・八景島シーパラダイ

ス」および「西武園ゆうえんち」の入園チケット付き宿泊プランを販売 

この結果、前年度の新型コロナウイルス感染症の影響による減収の反動で駅ビルの売上が増加したことや、

オフィスビルの賃貸収入が増加したことに加え、不動産事業における回転型ビジネスモデルによる売上を計上

したことなどにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同期比 38.3％増の 2,981 億円となり、営業

利益は 627.9％増の 1,010億円となりました。 

 

④その他 

その他の事業では、Ｓｕｉｃａの利用シーンのさらなる拡大と、シームレスでストレスフリーな移動を実現

する「ＭａａＳプラットフォーム」の拡充などに取り組みました。 
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・ Ｓｕｉｃａサービス開始 20周年にあわせて、2021年 11月から記念キャンペーンを実施 

・ Ｓｕｉｃａの共通基盤化を推進した結果、2021 年 12 月末までにＳｕｉｃａの発行枚数は約 8,861 万枚、

「モバイルＳｕｉｃａ」の発行数は約 1,596万枚、Ｓｕｉｃａ電子マネーの利用可能店舗数は約 125万

店に到達 

・ 地域・観光型ＭａａＳの機能をパッケージ化し、当社外でも活用可能としたプラットフォーム「Ｔａｂ

ｉ－ＣＯＮＮＥＣＴ」を 2021年 11月から稼働 

しかしながら、ＩＣカード事業関連の売上の減少や、収益認識会計基準の適用の影響などにより、当第３四

半期連結累計期間の売上高は前年同期比 8.8％減の 1,417 億円となり、営業利益は前年同期比 41.4％減の 43

億円となりました。 

 

（注） 当社は、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 17 号 平成 22 年６月 30 日）および「セ

グメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 20 号 平成 20 年３月 21 日）におけ

るセグメント利益又は損失について、各セグメントの営業利益又は営業損失としております。 

 

（２）連結業績予想に関する定性的情報 

新型コロナウイルス感染症の流行は、日本経済全体に大きな影響を与えており、感染拡大に伴う移動需要の

減少など、当社グループにとって厳しい状況が続くものと認識しています。さらに、ポストコロナ社会におけ

る人々の行動や価値観の変容は、当社グループを取り巻く経営環境を大きくかつ急速に変化させ、鉄道をご利

用になるお客さまは以前の水準には戻らないと考えています。 

このような状況を踏まえ、当社グループは、経営のトッププライオリティである「安全」を前提にお客さま

や地域の皆さまの信頼を高めるとともに、私たちの強みであるリアルなネットワークとデジタルを「ＪＲＥ 

ＰＯＩＮＴ」を軸に掛け合わせ、「Ｂｅｙｏｎｄ Ｓｔａｔｉｏｎｓ構想」を推進するなど、新しい暮らしの提

案や新領域への挑戦に取り組みます。また、固定費割合が大きい鉄道事業を中心に、チケットレス、ドライバ

レス運転やスマートメンテナンスをはじめとしたＤＸをさらに加速させ、柔軟で強固な経営体質を作り上げま

す。さらに、「ゼロカーボン・チャレンジ 2050」や地方創生の取組みなど、「ＥＳＧ経営」を実践して、ＳＤ

Ｇｓの達成に貢献します。 

なお、連結業績予想については、当第３四半期決算等を踏まえ検討した結果、2021 年 10 月 28 日発表の通

期の予想から変更はありません。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日、以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。当社が代理人

に該当する取引の収益の認識について、対価の総額から、他の当事者が提供する財またはサービスと交換に

受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額に変更するなど、収益認識会計基準等の対象とな

る顧客との契約に係る収益の認識を変更しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、

第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりま

す。ただし、収益認識会計基準第 86 項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに

従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりま

せん。また、収益認識会計基準第 86 項また書き（１）に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期

首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理

を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業収益が 92,898 百万円減少し、営業費が 90,283 百万円減少し、

営業損失が 2,614 百万円増加し、経常損失および税金等調整前四半期純損失がそれぞれ 1,869 百万円増加し

ております。なお、利益剰余金の当期首残高における影響額は軽微であります。 

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示して

いた「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて

表示しております。なお、収益認識会計基準第 89-2 項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に

ついて新たな表示方法により組替えを行っておりません。 
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３．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 198,130 254,699

受取手形及び売掛金 470,611 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 529,164

未収運賃 38,536 43,611

有価証券 137 100

販売用不動産 4,081 4,177

棚卸資産 83,646 117,097

その他 105,833 67,520

貸倒引当金 △2,572 △2,561

流動資産合計 898,406 1,013,809

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,789,310 3,789,761

機械装置及び運搬具（純額） 742,251 743,810

土地 2,145,694 2,150,723

建設仮勘定 361,626 339,128

その他（純額） 79,266 68,525

有形固定資産合計 7,118,150 7,091,949

無形固定資産 150,825 159,314

投資その他の資産

投資有価証券 314,500 319,939

長期貸付金 2,035 2,016

繰延税金資産 344,825 330,638

退職給付に係る資産 531 810

その他 88,169 91,065

貸倒引当金 △1,024 △982

投資その他の資産合計 749,037 743,488

固定資産合計 8,018,013 7,994,752

資産合計 8,916,420 9,008,562
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 52,909 48,313

短期借入金 433,320 158,500

1年内償還予定の社債 90,000 130,999

1年内に支払う鉄道施設購入長期未払金 4,215 3,697

未払金 477,546 300,596

未払消費税等 7,856 41,422

未払法人税等 22,074 6,664

預り連絡運賃 33,992 39,205

前受運賃 77,526 82,665

賞与引当金 62,128 26,107

災害損失引当金 12,439 7,474

一部線区移管引当金 － 714

その他 758,840 753,178

流動負債合計 2,032,849 1,599,540

固定負債

社債 1,930,308 2,401,652

長期借入金 1,158,872 1,327,450

鉄道施設購入長期未払金 318,873 316,995

繰延税金負債 5,221 2,671

新幹線鉄道大規模改修引当金 120,000 138,000

災害損失引当金 85 68

一部線区移管引当金 1,131 －

退職給付に係る負債 482,221 472,799

その他 309,494 320,787

固定負債合計 4,326,209 4,980,425

負債合計 6,359,058 6,579,965

純資産の部

株主資本

資本金 200,000 200,000

資本剰余金 96,522 96,572

利益剰余金 2,181,570 2,058,162

自己株式 △5,553 △5,561

株主資本合計 2,472,539 2,349,172

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 54,322 49,074

繰延ヘッジ損益 2,137 2,598

土地再評価差額金 △433 △256

為替換算調整勘定 △25 161

退職給付に係る調整累計額 6,486 4,775

その他の包括利益累計額合計 62,487 56,353

非支配株主持分 22,334 23,070

純資産合計 2,557,361 2,428,596

負債純資産合計 8,916,420 9,008,562
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

【第３四半期連結累計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

営業収益 1,306,265 1,482,794

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 1,231,509 1,139,863

販売費及び一般管理費 397,839 385,466

営業費合計 1,629,349 1,525,330

営業損失（△） △323,083 △42,535

営業外収益

受取利息 38 136

受取配当金 4,949 5,531

持分法による投資利益 － 12,001

雑収入 8,633 12,305

営業外収益合計 13,620 29,976

営業外費用

支払利息 45,676 46,734

持分法による投資損失 11,658 －

雑支出 6,218 6,747

営業外費用合計 63,552 53,481

経常損失（△） △373,016 △66,040

特別利益

工事負担金等受入額 5,890 6,044

固定資産交換差益 1 3,859

その他 11,857 8,636

特別利益合計 17,750 18,539

特別損失

工事負担金等圧縮額 5,729 5,887

その他 38,998 8,486

特別損失合計 44,728 14,374

税金等調整前四半期純損失（△） △399,994 △61,874

法人税、住民税及び事業税 7,258 7,487

法人税等調整額 △111,259 13,914

法人税等合計 △104,000 21,402

四半期純損失（△） △295,993 △83,276

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

△1,403 474

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △294,590 △83,751

－8－

東日本旅客鉄道株式会社（9020） 2022年3月期　第3四半期決算短信



四半期連結包括利益計算書

【第３四半期連結累計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純損失（△） △295,993 △83,276

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 7,530 △4,289

繰延ヘッジ損益 △377 377

為替換算調整勘定 △30 158

退職給付に係る調整額 △2,126 △1,911

持分法適用会社に対する持分相当額 △34 △674

その他の包括利益合計 4,961 △6,338

四半期包括利益 △291,032 △89,615

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △289,618 △90,094

非支配株主に係る四半期包括利益 △1,413 479
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（セグメント情報） 

（報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報） 

前第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年 12月 31日）        （単位：百万円） 

 

（注） １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、クレジットカード事業等のＩＴ・

Ｓｕｉｃａ事業、情報処理業等を含んでおります。 

２ セグメント利益又は損失の調整額△534百万円には、セグメント間取引消去△281百万円、固定資産および棚卸資

産の未実現損益の消去額△252百万円などが含まれております。 

３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

 

当第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年 12月 31日）        （単位：百万円） 

 

（注） １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、クレジットカード事業等のＩＴ・

Ｓｕｉｃａ事業、情報処理業等を含んでおります。 

２ セグメント利益又は損失の調整額 294 百万円には、固定資産および棚卸資産の未実現損益の消去額 432 百万円、

セグメント間取引消去△135百万円などが含まれております。 

３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

    

 

 

 

 

 

 

 

流通・ 不動産・

サービス事業 ホテル事業

 売   上   高

   外部顧客への売上高 820,626    231,234    200,663    53,741     1,306,265  － 1,306,265  

   セグメント間の内部売上高 40,394     41,395     14,909     101,805    198,505    △198,505 － 

　 又は振替高

　　　　　　　計 861,021    272,629    215,573    155,546    1,504,771  △198,505 1,306,265  

 セグメント利益又は損失（△） △343,012 △811 13,882     7,392      △322,549 △534 △323,083 

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)３

運輸事業
そ　の　他
(注)１

合　計
調　整　額
(注)２

流通・ 不動産・

サービス事業 ホテル事業

 売   上   高

   外部顧客への売上高 950,556    205,147    281,293    45,797     1,482,794  － 1,482,794  

   セグメント間の内部売上高 40,614     23,338     16,878     95,992     176,823    △176,823 － 

　 又は振替高

　　　　　　　計 991,171    228,485    298,171    141,790    1,659,618  △176,823 1,482,794  

 セグメント利益又は損失（△） △156,680 8,471      101,043    4,335      △42,830 294        △42,535 

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)３

運輸事業
そ　の　他
(注)１

合　計
調　整　額
(注)２
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（報告セグメントの変更等に関する事項） 

① 会計方針の変更 

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から「収益認識に関する会計基準」

（企業会計基準第 29号 2020年３月 31日）等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、

事業セグメントの利益又は損失の測定方法を同様に変更しております。 

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間におけるセグメントごとの売上高は

「運輸事業」で 3,184 百万円減少、「流通・サービス事業」で 68,165 百万円減少、「不動産・ホテル事

業」で 21,676 百万円減少、「その他」で 3,181 百万円減少しております。また、セグメント利益は「運

輸事業」で 870 百万円減少、「流通・サービス事業」で 65 百万円減少、「不動産・ホテル事業」で 270

百万円減少、「その他」で 1,408百万円減少しております。 

 

② 報告セグメントの変更 

当社は、グループの広告ポテンシャルの最大化に向け、積極的な投資を行うなど、広告業の価値向上を図って

いくことから、広告業への投資と成果を「流通・サービス事業」に統一して計上するために、第１四半期連結

会計期間より、当社の広告業の報告セグメントの区分を「運輸事業」から「流通・サービス事業」に変更して

おります。 

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成

したものを記載しております。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 

 （重要な後発事象） 

① 社債の発行 

    当社は、以下の条件で普通社債を発行いたしました。 

東日本旅客鉄道株式会社第３回サステナビリティボンド・無担保普通社債 

ⅰ）発行年月日  2022年１月 21日 

ⅱ）発行総額   30,000百万円 

ⅲ）発行価格   額面 100円につき 100円 

ⅳ）利率     年 0.264％ 

ⅴ）償還期限   2032年１月 21日 

ⅵ）資金使途   「ＪＲ東京総合病院の病棟等の建替え」に係る投資資金ならびに「ＫＡＷＡＳＡＫＩ 

ＤＥＬＴＡ（カワサキデルタ）」に係るリファイナンス資金 

 

② その他の多額な資金の調達 

    当社は、新型コロナウイルス感染症による影響に備えた資金確保および有利子負債の償還等を目的として、

以下の資金調達を実行いたしました。 

コマーシャル・ペーパーの発行 

ⅰ）発行年月日  2022年１月 25日 

ⅱ）発行総額   100,000百万円 

ⅲ）利率     年△0.044％～△0.038％ 

ⅳ）償還期限   2022年９月 26日 

ⅴ）担保等の有無 無担保・無保証 
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（追加情報） 

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り） 

当第３四半期連結会計期間末の繰延税金資産の回収可能性の会計上の見積りにおいては、鉄道運輸収入が新

型コロナウイルス感染症流行前の水準と比較し、2021 年度内に約 85％まで、2022 年度内に約 90％まで回復す

るものの、テレワークの浸透などの社会的な構造変化の影響は継続するものと仮定しております。 
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